
46

6．結論

　本研究では、事業の持続性が期待されている参加型開発で、なぜ参加という手法が有効
に機能しないのかという問いに対し、ザンビアの農村開発プロジェクトを事例にその検証
を試みた。参加という手法に期待されている事業の持続性が現れないのは、参加型開発が
もつ「学びを通じたエンパワーメント」と「事業の持続性」が必ずしも両立しないためで
あり、それは参加型開発の前提である当事者の主体性に起因するため、参加の促進だけで
は解消することができず、むしろ外部者の制度的介入が必要であるということが本研究の
仮説であった。
　ザンビアの農村開発プロジェクト（PaViDIA）では、参加型アプローチによって、住
民の主体的な意思決定や行動による開発が望ましいモデルとされてきたが、その一方で事
業が持続しない例も観察されてきた。しかし、プロジェクトの途中から導入されたモニタ
リングによって、財務的な持続性は大きく改善された。そこで、住民が自ら選択したにも
関わらず事業の持続性が得られず、一方で、外部者の介入によってその問題が改善された
要因を事例調査から検証した。
　その結果、事業の性質によるリスク（収益のばらつき）の存在が示された。それら事業
の性質は、運営方式や財が持つ機能の違いであり、これらが持続性に影響を及ぼしている
ということが分かった。また、村ごとの事業の持続性の違いに関しては、まず、住民の主
体的な活動と外部者である普及員の活動には限界がありながらも、普及員や村における人
材の重要性が示され、事業のリスク管理を行える人材の有無がプロジェクトの持続性にか
なり影響を与えるということが分かった。しかし、このような人材の活用可能性という要
因は、プロジェクトの実施上における不確実性ともいえ、それがプロジェクト地域全体に
広がる事業の持続性の阻害につながったと分析された。したがって、PaViDIA における
モニタリングという外部者の制度的な介入はリスク管理機能の移転を意味し、この不確実
性を排除し、プロジェクトを持続させる機能を果たしうると考察された。
　PaViDIA の試みから示されるように、農村開発における持続性とは、農民間において
互いが助けあう行動規範を醸成することによる新しい公共空間の構築であると考えられ
る。コミュニティにおける信頼醸成による相互扶助の形成こそが、彼らの自立的持続的発
展を可能にさせる PaViDIA の最終的な目的ともいえよう。マイクロ・プロジェクトはそ
のための手段として捉えることが肝要である。本調査ではこのコミュニティにおける信頼
関係なしには成り立たない協働を必要とする事業ほど、持続性のリスクが高いことが示さ
れた。農村開発の目的であるコミュニティの公共空間を構築するためには、その手段とし
て協働を促す事業を実施していかなければならない一方、協働を伴う事業を持続的に実施・
運営することが難しいという矛盾の解消こそが、PaViDIA の挑戦であったのではないか。
そしてマイクロ・プロジェクトのモニタリング活動は、村落事業のリスク管理を通じて、
上述した矛盾のバランスを維持する機能を有していたといえる。協働を妨げる制約条件の
除去を、敢えてリスクが高く協働が必要な事業を実施することによって達成する営みこそ
“ 開発 ” の精神であり、このための有効な手段として、外部者の介入による受益者との共
同作業によるモニタリングが位置づけられたと言えよう。
　このように外部者の役割とは、住民の主体的な参加を促す仕組みだけでなく、事業の持
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続性に関わるリスクを管理する仕組みを作ることだといえる。つまり、住民の参加を促す
ことによって参加型の目的ともいえる学ぶ機会の提供することであり、リスク管理を通じ
て参加型の目的を達成するための彼らのキャパシティ増強の手段を支援することである。
そしてこれは、参加開発の目的と手段が内包する矛盾の調整機能にほかならない。
　このような制度的な介入は、住民の主体的な活動の範囲を制限し、外部者への依存を招
く可能性も否定できない。しかし、マイクロ・プロジェクトを実施した村の持続的な発展
のために、このようなリスク管理機能を内部化することが不可欠であるならば、リスク管
理の内部化はモニタリングの最終的な目標であり、事業とモニタリングの継続によって実
現されうるものだと考えられる。このような外部者と住民が協働する参加型プロジェクト
では、外部者による「住民の主体性」への過度の期待がプロジェクトの持続性を脅かしか
ねないことを指摘したい。
　本研究事例は、参加型開発事業に適用されている “ プロセス・アプローチ ” における、
モニタリングの目的・機能・役割を再検討する機会を与えると言えよう。すなわち、本研
究事例の文脈において言えることは、モニタリングがプロジェクトの究極的目標である自
立持続型開発に不可欠な事業の持続性を脅かすリスクの軽減を目的とし、農民と外部者と
の共同作業に他ならないと位置付けられたことの意義は大きい。この研究成果が今後の参
加型開発における自立性・持続性の文脈から、モニタリングの意義・機能・方法・体制・
組織などを再検討する契機となり、参加型開発の手法の一層の向上に一定の貢献を果たす
ことが期待される。

今後の課題
　本稿には三つの課題が残されている。
　一つめは、持続性を規定する十分条件の抽出である。事例分析を通じて参加型開発にお
ける人材の必要性が示されたが、プロジェクトの持続性に対する十分条件については明ら
かにならなかった。したがって、どのような人材が持続性に影響を及ぼすかということに
ついて更なる検討が必要である。
　また、本稿ではマイクロ・プロジェクトの持続性を財務的な指標から検証したが、
PaViDIA が公共性の育成を意図しているように、財務的な要因以外もプロジェクトの持
続性に影響を及ぼしていると考えられる。そのため、社会関係資本の形成といった視点か
ら多角的に持続性および自立発展性についても検証することが重要だといえる。
　最後に、この事例が現在も進行中のプロジェクトであるため、外部者の制度的な介入が
長期的な視点から住民の主体性に及ぼす影響と結果については、今後の研究を待つことに
したい。
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1.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
PD
M

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
：
孤
立
地
域
参
加
型
農
村
開
発
計
画
（
Pa
V
iD
IA
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
：
5
年
間
（
フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ
：
20
02
年
6
月
－
20
07
年
5
月
）
＋
　
2
年
間
（
フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ
：
20
07
年
6
月
－
20
09
年
5
月
）

対
象
地
域
：
チ
ョ
ン
グ
ェ
郡
　
+　
そ
の
他
の
孤
立
地
域
　
　

対
象
グ
ル
ー
プ
：
対
象
地
域
に
お
け
る
農
民

V
er
sio
n：
N
o. 
3　
日
付
：
20
06
年
1
月
27
日

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
要
約

指
　
　
標

入
手
手
段

外
部
条
件

ス
ー
パ
ー
ゴ
ー
ル

ザ
ン
ビ
ア
の
孤
立
地
域
の
貧
困
が
軽
減
さ
れ
る
。

20
15
年
ま
で

孤
立
地
域
に
お
け
る
貧
困
ラ
イ
ン
下
の
人
口
割
合

U
N
報
告
書

CS
O
報
告
書

上
位
目
標

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
確
立
さ
れ
た
、
孤
立
地
域
の
貧
困

削
減
を
目
的
と
し
た
参
加
型
村
落
開
発
モ
デ
ル
が
他

の
地
域
で
実
現
・
展
開
さ
れ
る
。

1 
  ザ
ン
ビ
ア
政
府
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
た
マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
数

2 
  マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
農
村
に
お
け
る
、
農
業
収
入
の
増
加

M
A
CO
年
間
報
告
書

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
後
調
査

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
（
フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ
：
20
09
年
ま
で
）

孤
立
地
域
の
参
加
型
村
落
開
発
の
実
用
モ
デ
ル
＊
が
確

立
さ
れ
る
。

20
09
年
5
月
ま
で

以
下
に
示
す
目
標
の
達
成
が
、
ザ
ン
ビ
ア
国
政
府
に
よ
っ
て
認
識
さ
れ
る
。

（
フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ
の
開
始
前
に
計
画
さ
れ
る
。）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
年
間
報
告
書

孤
立
地
域
に
お
け
る
ザ
ン
ビ

ア
政
府
の
村
落
開
発
支
援
が

継
続
す
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
（
フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ
：
20
07
年
ま
で
）

Pa
V
iD
IA
の
た
め
の
主
要
な
実
施
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
確

立
さ
れ
る
。

20
07
年
5
月
ま
で

以
下
に
示
す
目
標
の
達
成
が
、
ザ
ン
ビ
ア
国
政
府
に
よ
っ
て
認
識
さ
れ
る
。

1 
  研
修
と
テ
キ
ス
ト
/
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
ま
と
め

2 
  マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
モ
デ
ル
村
3
村
と
持
続
的
農
業
の
展
示

農
地
4
箇
所

3 
  研
修
講
師
陣
（
完
全
で
は
な
い
・
ま
だ
独
立
し
て
い
な
い
）

4 
  P
O
R
及
び
関
連
機
関
の
明
確
化
さ
れ
た
役
割

M
A
CO
年
間
報
告
書

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
年
間
報
告
書

成
　
果

M
A
CO
年
間
報
告
書

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
年
間
報
告
書

1 
  プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
機
関
が
確
立
さ
れ
る
。

1-
1 
  M
A
CO
を
通
じ
た
、
PO
R
へ
の
活
動
資
金

1-
2 
  プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
事
務
所
に
人
材
の
配
属

2 
  持
続
的
農
業
技
術
パ
ッ
ケ
ー
ジ
（
マ
ニ
ュ
ア
ル
お

よ
び
モ
デ
ル
農
民
）
が
確
立
さ
れ
る
。

2-
1 
 マ
ニ
ュ
ア
ル
（
V
er
.1）
の
完
成

2-
2 
  持
続
的
農
業
の
実
施
を
通
じ
て
、
農
業
収
入
が
増
加
し
た
農
民
の
数

2-
3 
  プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
パ
ッ
ケ
ー
ジ
か
ら
持
続
的
農
業
技
術
を
採
用
し
た
マ
イ
ク

ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
村
の
数

3 
  普
及
員
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
確
立
さ
れ
る
。

3-
1 
  研
修
の
テ
キ
ス
ト
と
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
及
び
講
師

3-
2 
  マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す
る
村
落
の
数

4 
  モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
手
法
が

確
立
さ
れ
る
。

4-
1 
  モ
ニ
タ
リ
ン
グ
及
び
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
文
書
及
び
マ
ニ
ュ
ア
ル

4-
2 
  実
施
さ
れ
た
マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
継
続
発
展
さ
せ
る
村
落
の
数

5 
  P
aV
iD
IA
実
施
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
確
立
さ
れ
る
。

5-
1 
  P
aV
iD
IA
実
施
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
完
成
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活
　
動

投
　
入

日
本
国
側

1 
 人
材

 
長
期
専
門
家

 
短
期
専
門
家

2 
 機
材

 
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
機
器
、

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
、

 
コ
ピ
ー
機
、

 
視
聴
覚
機
器
、

 
 展
示
用
機
材（
足
踏
み
ポ
ン
プ
、ド
リ
ッ
プ
キ
ッ
ト
）、

 
4W
D
車
、

 
バ
ス
、

 
自
転
車
、

 
自
動
二
輪

3 
 そ
の
他

 
 本
邦
あ
る
い
は
第
三
国
に
お
け
る
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー

ト
研
修

 
 マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
予
算

 
燃
料

 
展
示
の
た
め
の
費
用

ザ
ン
ビ
ア
国
側

1 
 人
材

 
 PA
CO
（
シ
ニ
ア
フ
ィ
ー
ル
ド
サ
ー
ビ
ス
調
整
官
）

 
 D
A
CO
（
シ
ニ
ア
農
業
官
、
専
門
技
術
員
、
ブ
ロ
ッ

ク
普
及
員
、
キ
ャ
ン
プ
普
及
員
）

 
 マ
ウ
ン
ト
マ
ク
ル
中
央
農
業
試
験
所
（
農
業
研
究
所

長
）

 
 農
協
大
学
（
校
長
、
フ
ァ
ー
ム
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
）

 
 M
A
CO
本
部
（
現
況
以
上
の
時
間
を
費
や
す
）

 
 PO
R（
Pa
V
iD
IA
 O
pe
ra
tio
n 
Ro
om
）
の
専
属
職

員

2 
 機
材

 
 事
務
所
（
M
A
CO
本
部
、
PA
CO
、
農
協
大
学
）、

 
自
動
二
輪
、

 
 PO
R（
Pa
V
iD
IA
 O
pe
ra
tio
n 
Ro
om
）、

 
 事
務
機
材
（
机
 +
 椅
子
、
電
話
、
フ
ァ
ッ
ク
ス
な
ど
）、

 
 運
営
費
（
電
熱
・
水
道
費
、
電
話
料
金
な
ど
）、

 
燃
料
、

 
文
房
具
、

 
4W
D
車
、

 
自
動
二
輪

3 
 そ
の
他

 
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト

 
出
張
手
当
て

1 
  プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
た

め
の
資
金
が
利
用
可
能
で

あ
る
。

2 
  プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
地
域
に
お

い
て
、
大
被
害
と
な
る
よ

う
な
洪
水
あ
る
い
は
干
ば

つ
が
発
生
し
な
い
。

3 
  プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
職
員

が
業
務
を
継
続
す
る
。

前
提
条
件

1 
  郡
お
よ
び
キ
ャ
ン
プ
に
お

け
る
農
業
普
及
員
の
水
準

が
維
持
さ
れ
る
。

2 
  対
象
地
域
の
治
安
が
維
持

さ
れ
る
。

1-
1 
  P
O
R（
Pa
V
iD
IA
 O
pe
ra
tio
n 
Ro
om
）を
確
立

し
、
強
化
す
る
。

1-
2 
  マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
用
の
資
金
を
探
し
、

予
算
を
取
り
付
け
る
。

1-
3 
  プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
つ
い
て
の
広
報
を
行
う
。

2-
1 
  モ
デ
ル
農
民
お
よ
び
提
案
さ
れ
た
農
業
技
術
を

調
査
す
る
。

2-
2 
  モ
デ
ル
農
民
の
土
地
に
お
い
て
、
オ
ン
フ
ァ
ー

ム
持
続
的
農
業
を
実
施
す
る
。

2-
3 
  農
協
大
学
に
お
い
て
、
持
続
的
農
業
の
展
示
を

お
こ
な
う
。

2-
4 
  持
続
的
農
業
技
術
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
取

り
ま
と
め
る
。

3-
1 
  普
及
員
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
修
正
す
る
。

3-
2 
  マ
イ
ク
ロ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す
る
。

3-
3 
  普
及
員
研
修
教
材
を
作
成
す
る
。

4-
1 
  モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
を
通
じ
た
改
善
活
動
を
す

る
。

4-
2 
  一
つ
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
。

4-
3 
  モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。

4-
4 
  モ
ニ
タ
リ
ン
グ
及
び
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
つ
く
る
。

5-
1 
  実
施
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
ド
ラ
フ
ト
を
作
成
す
る
。

5-
2 
  予
備
テ
ス
ト
を
実
施
す
る
。

5-
3 
  実
施
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
完
成
す
る
。

＊
 　「
実
用
モ
デ
ル
」
の
現
段
階
に
お
け
る
定
義
（
案
）
は
、「
ザ
ン
ビ
ア
政
府
に
よ
っ
て
Pa
V
iD
IA
が
具
体
化
さ
れ
る
た
め
に
必
要
な
、
ヴ
ィ
ジ
ョ
ン
、
戦
略
、
予
算
、
お
よ
び
実
施
メ
カ

ニ
ズ
ム
を
一
体
化
し
た
も
の
」
を
指
す
。

注
）
 フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
、
20
07
年
5
月
の
達
成
予
定
と
な
っ
て
お
り
、
上
記
の
活
動
お
よ
び
成
果
は
フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ
の
み
の
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
、
20
09
年
5
月
に
達
成
さ
れ
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
が
、
そ
の
活
動
お
よ
び
成
果
は
20
06
年
12
月
（
予
定
）
に
実
施
さ
れ
る
フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ
終
了
時
評
価
の
際

に
設
定
す
る
。

日
本
語
訳
の
注
）
 本
PD
M
は
英
文
で
記
載
さ
れ
た
PD
M
を
日
本
語
に
翻
訳
し
た
も
の
で
あ
る
。
英
文
に
よ
る
PD
M
を
も
っ
て
R/
D
が
締
結
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
日
本
語
訳

PD
M
と
英
文
PD
M
に
差
異
や
解
釈
の
差
が
あ
る
場
合
に
は
、
英
文
PD
M
を
本
文
と
し
て
対
応
す
る
。
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